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ABSTRACT: 
 We conducted a survey on the working conditions of speech-language-hearing therapists (ST) in special needs 
education schools. The numbers of full-time and part-time workers and the actual working hours of ST were all 
low, to a significantly greater degree in elementary sections and schools for hearing impairment, and to a lesser 
degree in schools for visual impairment and health impairment. It is estimated that the actual working hours of 
ST are concentrated in the specific sections and schools. It is necessary to promote understanding of ST’s specialty 
and to improve the profession’s recognition to promote cooperation and participation in the field of special needs 
education. 
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要旨： 
	 特別支援学校における専門職種の就業状況を把握することを目的として，全国の特別支援学校を対象に質問紙法に

よる調査を実施し，言語聴覚士の就業状況に焦点をあてて検討した．就業状況，実働時間，学校の区分や特性等との関

連性について解析した結果，言語聴覚士は，常勤数・非常勤数，実働時間数ともに少なく，就業状況は，生徒数が多い

学校，聴覚障害，小学部において有意に多く，病弱，視覚障害では有意に少なかった．言語聴覚士が特定の学校や区分

に集中して実働している状況が推察された．本検討の結果，連携促進のために，言語聴覚士の認知度の向上や言語聴覚

療法の対象領域と専門性の理解を促す取り組みが必要と考えられた． 
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はじめに 

	 特別支援教育の現場では，医療的ケアを必要と

する幼児・児童・生徒数が年々増加している．ま

た，個別ニーズの多様化に伴い，より専門的な指

導・支援が求められている．平成 17年 12月の中
央教育審議会による「特別支援教育を推進するた

めの制度の在り方について（答申）」では「医師，

看護師，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士等

の外部の専門家の総合的な活用を図ることや福

祉，医療，労働など関係諸機関等との連携協力を

進める必要がある」ことが示され，平成 21 年作
成の特別支援学校学習指導要領において，児童生

徒の障がいの状態により，必要に応じて，医師お

よびその他の専門家の指導・助言を求めるなどし

て，適切な指導ができるようにすることが明記さ

れた．以後，医師，看護師，理学療法士（以下 PT），
作業療法士（以下 OT），言語聴覚士（以下 ST），
臨床心理士等と特別支援学校との連携を目指し

た実践，またはその試みが全国的に実施されてい

る． 
	 ST の専門性を活かした指導，支援のニーズの
高まりを背景に，特別支援教育で ST と連携する
動き 1-3)が広まっているが，実際に関わる STの人
数は現状では少なく，十分な支援が提供されてい

る状況にはない．日本言語聴覚士協会は，特別支

援教育における言語聴覚士のニーズと参画の実

態を把握することを目的として，教育委員会や協

会員を対象としたアンケート調査を実施し，その

結果を報告している 4-7)．他に，特別支援教育に関

わる浜松市内の教諭 8)，聴覚特別支援学校 9)，小

学校（通級含む）10,11)を対象に，特別支援教育に

おける言語聴覚士の役割や連携状況を調査した

報告がある．しかしながら，教育現場における専

門職種の就業や協業の実態について，全国の特別

支援学校を対象として大規模なアンケート調査

を実施した既報告は，渉猟した範囲内では無かっ

た． 
	 我々の研究グループは，特別支援学校における

医師や他の専門職種の就業状況を把握すること

を目的として，全国の特別支援学校を対象に質問

紙法による調査を実施した．その結果得られた知

見については，倉澤らが報告している 12)．本研究

では，倉澤らの報告をもとに，STの就業状況に焦
点をあてて検討を行った．特別支援学校および特

別支援教育と ST の連携，協業の推進のために，
現状の実態把握は重要な意義を持つものと考え

る． 

対象と方法 

対象 
全国の特別支援学校（分校を除く 943校）を調

査対象として，質問紙を送付した．書面にて本研

究の目的および概要（倫理的配慮も含む）を校長

に説明し，調査参加の承諾を得た．質問紙の回答

者は，医師等，専門職種の就業状況を把握する立

場にあると校長が判断して選出した教職員（例：

特別支援教育コーディネーター）とした．回答者

に本研究への協力意思がある場合，回答した質問

紙，同意書の両方を返信用封筒にて返送いただい

た． 
調査内容は，所属する支援学校の特性（学校名，

幼児児童生徒数，学部別，障害種別，設置都道府

県），回答者の基本属性（性別，年齢，教諭歴，役

職），専門職種の実働の状況（常勤者数・非常勤者

数および勤務時間，無償での実働の有無と実働時

間）等である．特別支援学校・学級への市町村単

位の個別事業，各種職能団体による巡回訪問等の

実施を考慮し，可能な限り実情に近い実働時間を

把握することを目的として，就業時間に加えて，

無償で実働した時間数も組み入れた．調査開始日

を平成 26年 10月 1日，回答期限を同年 12月末
日，回答の基準日を同年 10月 1日時点とした． 
 
方法 
	 解析方法は，調査対象校および質問紙回答者の

基本属性を記述統計にて確認し，学校の特性と各

専門家の実働の状況との関連性を単変量解析に

よって検討した．Shapiro-Wilkの検定では，全て
の群で正規性が否定された（いずれも p<0.001）
ため，マンホイットニーの U検定を使用して解析
した．ロジスティック回帰分析（強制投入法）に

よって学校の特性を補正した後，学校の特性と各

専門家の実働状況の関連性の有無およびオッズ

比を算出した．従属変数を各専門家の実働状況と

し，説明変数を生徒数，障害種別，学部別とした．
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ST の常勤雇用者は少なかったため，より詳しく
オッズ比の変動を確認するために実働時間によ

ってステップ 1，2に分けて検討し，各段階での 

 
 

 

 
 
数値の変動によって説明変数と従属変数の関連
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性を把握した．ステップ 1は年 100時間以上の実
働の有無，ステップ 2 は年 50 時間以上の実働の
有無を従属変数とした．実働時間は，常勤 1名を
週 40 時間で換算した．非常勤および無償による
実働時間については，記述された時間にて算出し

た．ロジスティック回帰分析を行うにあたり，説

明変数間の相関を確認した．その結果，小学部と

中学部の相関比（η）は 0.886で多重共線性が懸
念される値を示したため，モデルⅠでは小学部を，

モデルⅡでは中学部をそれぞれ除外してこれら

の数値を併記し，実働状況と各説明変数の関連性

を検討した．解析には IBM社 SPSS version22.0
を使用し，有意水準は 5％未満とした．本研究は
関西福祉科学大学研究倫理委員会の承認を得て

実施した（承認番号 14-13）． 
 

結果 

調査対象校 943校うち有効回答数は 556校，回
収率は 59.0％であった．調査対象校の基本属性を
Table 1，Table 2 に示す．生徒数の平均は
126.2±93.0名，学部構成では小・中・高の 3学部
併設の学校が 63.3％を占めた．障害種別では対象
を知的障害のみとする学校が 38.7％と最も多く，
知的障害と肢体不自由の併設 13.3％，肢体不自由
のみ 11.7％，聴覚障害のみ 9.5％，視覚障害のみ
7.6％，病弱のみ 5.0％と続いた．校長または園長 

 
 

 
が指名した質問紙回答者の基本属性（Table 3）は，

平均年齢は 48.4±7.9歳，60.8％が女性，職位は教
諭が全体の 62.2％と最も多く，教頭 10.8％，養護
教諭 8.8％，主幹教諭 7.8％であった．特別支援コ
ーディネーターによる回答が 51.4％を占めた． 

Table 4 に ST の就業状況を示す．特別支援学
校の ST の就業状況は，常勤数 34 名，非常勤数
203名，無償による実働者数は 25名，1校あたり
の平均所属数と標準偏差は，常勤 0.1±0.3，非常
勤 0.1±3.4，無償 0.1±0.2であった．常勤を週 40
時間とみなし，無償も含めた実働時間は平均

2.8±12.5時間/週であった．Table 5に特別支援学
校の特性と ST の就業時間との関連性を示す．生
徒数が 100人以上もしくは以下，各障害区分や学
部の標榜の有無で ST の就業時間数を比較した．
STの実働時間は，生徒数が多い学校，聴覚障害，
小学部および中学部において有意に多く，視覚障

害では有意に少なかった． 
	 特別支援学校の特性と STの実働状況（Table 6）
については，ステップ 1，2 において聴覚障害区
分で有意に実働が多く（モデルⅠのオッズ比：順

に 6.7；4.8，モデルⅡのオッズ比：順に 8.0；5.4），
生徒数が100名以上の学校ほど有意に実働が多か
った（モデルⅠのオッズ比：順に 2.2；2.1，モデ
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ルⅡのオッズ比：順に 2.3；2.1）．モデルⅡのステ
ップ 1では病弱区分で有意に実働が少なく（オッ
ズ比：0.2），モデルⅡのステップ 2では小学部に
おいて有意に実働が多かった（オッズ比：8.6）． 
 

考察 

1．STの実働状況 
特別支援学校と専門職種との連携，協業の実態

について，倉澤らは，看護師は常勤・非常勤数と

もに多く，実働時間も約 30時間/週であるが，看
護師に比して他のコメディカルスタッフは，常勤

数と実働時間数が少ないこと，平均実働時間に対

する標準偏差が大きく，特定の学校に集中して実

働している状況が推察されること，非常勤・無償

による実働時間もかなり少なく標準偏差も大き

いこと，を報告している 12)．先述したように，本

研究では ST の実働状況に着目し，先行研究の知
見もふまえて考察する． 
日本言語聴覚士協会学術研究部小児言語小委

員会による調査では，小児を対象とする ST の所
属先は病院等の医療分野と通園施設等の福祉分

野に多く，教育分野では非常に少ないことが報告

されている 4)．米国では，初等中等教育機関（保

育所・幼稚園，小学校，中学校，高等学校）で働

く Audiologist（聴覚障害を担当）は 9.0％に留ま
るものの，Speech-Language Pathologist（言語，
コミュニケーション障害，摂食・嚥下障害を担当）

 
 
においては，その約半数（50.1%）が初等中等教
育機関で働いている 13)．単純に比較はできないが

日本における教育分野に関わる ST の数は少ない
印象をうける． 
学校の規模との関連性については，生徒数が

100 名以上の学校で，ST の実働時間が有意に多

かった．単変量解析にて生徒数と ST の実働時間
に有意差を認め，ロジスティック回帰分析でも，

モデルⅠ，Ⅱともに有意差を示した．生徒数が多

いほど実働時間が増えており，オッズ比は 2.1～
2.3倍であった．この結果は，生徒数と STの実働
時間数との関連性を示唆する興味深い知見と考
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える． 
次に，学校の学部による結果解析では，モデル

Ⅱのステップ 2で小学部において STの実働が有
意に多いことが示された（オッズ比：8.6）．発達
障害のリハビリテーションについては，ライフス

テージによって継続的に提供される必要がある
14,15)，特別支援教育にかかわる ST は生涯にわた
る支援を見据えて長期的な見通しを持って支援

する必要がある 16)，との見解があるが，リハビリ

テーションサービスの実施機関数は小児期から

成人期にかけて減少するという報告がある 17)．本

研究でも，特別支援学校で，学部により就業や協

業に差異が生じていることが示され，ST常勤数・
非常勤ともに実働時間数が少ないことに加え，平

均実働時間に対する標準偏差が大きく，特定の学

校に集中して実働している状況が推察される．例

えば，小学部において，言語発達等の障害に対し

て ST が教諭と協業して早期から指導を行うこと
の有効性や必要性は認知されており，ST のニー
ズも高い．高等部においては，卒業後の進路や社

会生活をみすえた実践的なソーシャルスキルト

レーニング，場面や相手に応じたコミュニケーシ

ョン方法の修得，問題解決のトレーニング等が必

要になるであろう．それらの課題に対して，STは
専門性を活用することができる．小学部のみなら

ず，中学部，高等部を含めたすべてのライフステ

ージで，年齢や成長段階に応じて生じる個々のニ

ーズに対して，タイミングを逸することなく ST
が参画して適切な指導を行うことには意義があ

る．本研究で示された学部間の差異は，小学部優

位の ST のニーズと認知度を確認できたことに加
え，今後，中学部や高等部で ST が果たし得る指
導・支援内容を具体化し，教育現場に啓蒙する必

要性を示すものと考える． 
学校の区分との関連性については，ST の実働

は聴覚障害区分で多く，視覚障害，病弱では有意

に少なかった．全国の聴覚特別支援学校を対象と

した調査では，回答が得られた聴覚特別支援学校

の半数（50.0%）に STが所属し，1校あたりの平
均所属数と標準偏差は 2.2±1.2 名であったと報告
されている 9)．聴覚特別支援学校の STの役割は，
補聴器のフィッティング，人工内耳装用児に対す

る聴覚検査，聴取・読話訓練，コミュニケーショ

ン指導，保護者への指導，環境調整 9)，加えて合

同ケース会議での意見交換や職員研究会での専

門的知識の提供 18)など多岐に及んでいる．聴覚検

査には，防音室やオージオメーターといった設備

が必要であるため，それらを備えている聴覚特別

支援学校自体の必要性も大きく，聴覚障害区分に

おいては，センター的機能を含めて，聴覚特別支

援学校の役割は重要である．そこで，聴こえに対

する評価・訓練・指導を行っていくために ST の
必要性が高くなり，聴覚障害区分で ST の実働が
多いという結果に結びついていると考える．また，

視覚障害や病弱区分で ST の実働が有意に少なか
ったことも，予想された結果であった．特別支援

学校，特別支援学級および通級による指導を受け

る幼児・児童・生徒の数は増加傾向にある．医療

的ケアの必要性も高まっており，重度障害や重複

障害児のサポート等，個別的ニーズは多様化して

いる．しかし，視覚障害や病弱区分においては，

言語障害に対するアプローチの優先順位は高く

はなく，ST のニーズも高くない状況が推察され
る．平成 19 年度の特別支援教育制度の施行によ
り，学習障害，注意欠陥/多動性障害等，発達障害
が対象に加わり，「特別支援学校においては，幼

児・児童・生徒の障害の重度・重複化，多様化等

に対応した教育を一層進める」とされている．現

時点で STの実働が少ない区分においても，今後，
摂食・嚥下障害，言語指導，コミュニケーション

指導等で ST が一定の役割を担うことが期待され
る． 

 
2．STと教育現場の連携促進 
特殊教育の現場で ST 就業や実働時間が少ない

理由として，依然として専門職種としての認知度

が低く，その職務内容の理解が浸透していないこ

とが挙げられる．STが国家資格となり，STの資
格保有者も増加してはいるが，その社会的認知度

はいまだ低く，特に教育界での認知度の低さを指

摘する報告もある 1)．通常学級を含む小学校教諭

を対象とした調査 10)では，52.9%が「STを知らな
い」と回答し，特別支援教育に関わる可能性が高

い教諭を対象とした調査 8)でも，ST の認知度は
62.4％に留まった．対象とする障害名の認知度は，
構音障害，音声障害，言語発達遅滞，聴覚障害，

吃音で高く，広汎性発達障害や注意欠陥/多動性障
害で低かった 8,10)．特別支援学校を対象とした今

回の調査においても，知的障害の区分で ST の実
働が少ないことが示された．広汎性発達障害がST
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の対象領域であることを教諭に認知されていな

いという結果からは，「コミュニケーション障害」

の問題解決の相談先として，教育現場に ST の専
門性が十分に認知されていない実態がうかがえ

る．言語障害のみならず，発達や対人能力を含め

た諸問題の解決にも ST の専門性を活用すること
ができるが，ST の存在や職務内容が認識されて
いない状況下では，教諭の相談先や連携先となり

得ることは期待しづらい．言語聴覚士免許を有す

る教諭の存在が教育現場での ST の認知度向上に
寄与する可能性があるが，言語発達障害を対象と

している者，今後，言語発達障害を対象とする予

定が「ある」および「検討中」の者，協会会員デ

ータベースで職域が「教育」となっている者を対

象に日本言語聴覚士協会学術研究部小児言語小

委員会が実施した調査では，ST の教員免許保有
率は，経験年数 11～20年で約 7割，10年未満で
4割弱と報告されており，ST経験年数が短い群で
低下している 6)．特別支援教育に関わっていた教

諭が ST の資格化にともない言語聴覚士免許を取
得した，ST 養成校入学以前に大学等で教員免許
を取得していた，などが教員免許取得の経緯とし

て推察され，4 年制大学での ST 養成の現状を考
えると，今後，教員免許保有率は低下していくこ

とが予想される．したがって今後は，教員免許を

持たない ST が，外部の専門職として教育現場に
携わることが中心になると考える． 
特別支援学校または特別支援教育における教

諭と ST の連携，そしてその有効性に関しては，
近年，示唆に富む実践報告が徐々に蓄積されつつ

ある．先行研究でも指摘されているように，連携

促進のためには，今後より一層，STの認知度の向
上や言語聴覚療法の対象領域や専門性の理解を

促す取り組みが必要である．同時に，学校側への

働きかけのみではなく，ST側も，小児領域の専門
性や所属先の特性によって対象領域を明確に線

引きすることなく，多くの ST が教育分野の領域
に関心を持ち，特別支援教育に関する知識を身に

つける姿勢が求められる． 
本研究では，STの実働状況を就業者数，実働時

間の観点から検討した．今回の検討の限界点とし

て，質的な検討は行っていないことが挙げられる．

したがって，例えば，今回得られた生徒数と STの
実働との関連性について，生徒数の少ない学校に

おいて ST の就業者数や実働時間が少ないことを，

連携や協業の「不十分さ」に直結させて安易に考

察するものではない．しかしながら，これらの「少

なさ」が教育現場の潜在的なニーズに十分に対応

できない要因となっているという推察は可能で

あろう．学校と ST の連携が行政施策に位置づけ
られたことで，今後，STの採用状況や連携が，都
道府県，市区町村，教育委員会等のレベルでより

一層推進されること，連携の推進状況の地域差が

減少することが期待される． 
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